
  

新潟県中越沖地震による柏崎刈羽発電所での火災
及び放射能漏れを受けた報告書の提出について

                                                                            平成19年7月20日
                                                                            北陸電力株式会社

　平成19年7月16日に、経済産業省原子力安全・保安院から「平成19年新潟県中越沖

地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での火災及び放射能漏れを受けた電力会

社への指示について」の報告指示がありました。

　指示内容は以下のとおりです。

原子力発電所内で発生した火災に対する事業者による消防活動の体制について早1.

急に点検し、報告すること。

放射能漏れ等の事故についての発電所から本社、本社から関係官庁への報告体制2.

について、再度確認し、早急に報告すること。

　この指示を受けて、当社は、本日、原子力安全・保安院に点検結果を報告いたし

ました。

　報告内容は添付資料のとおりです。

以　上

 添付資料：「平成１９年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所で

の火災及び放射能漏れを受けた電力会社への指示について（回答）」の

報告について

 



平成 19 年 7 月 20 日 

北陸電力株式会社 

 

平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での火災及び 

放射能漏れを受けた電力会社への指示について（回答） 

 

 

１．原子力発電所で発生した火災に対する事業者による消防活動の体制について早急に点検

し，報告すること。 

  

当社の消防活動の体制について点検し，消防活動体制，通報連絡及び要員の召集等につ

いて，社内規定類に適切に定めているとともに，定期的に関係者への教育・訓練及び資機

材の点検を実施していることを確認した（詳細は添付－１参照）。 

 

(1) 消防活動の体制 

火災発生時は，志賀原子力発電所の社内規定に基づき，発電所長を自衛消防本部長と

した自衛消防体制をとることとしている。 

   

(2) 火災発見時の通報連絡 

火災発見時には，発見者は，周辺防護区域外の場合には直接，周辺防護区域内の場合

には，当直長を通じ，直ちに災害優先電話で 119 番又は消防指定番号により消防署に通

報することとしている。 

なお，先の電話が使用できない場合にも，別途設けた専用回線（原子力事業者防災業

務計画に基づき設置している専用回線）により通報することが可能である。 

 

(3) 要員の召集及び初期対応 

発電所では，約２３０名の発電所員からなる自衛消防組織を設けており，平日昼間に

おいて火災が発見された場合は，速やかに参集し，初期消火活動等を行うこととしてい

る。 

休日夜間の場合においては，火災発見者は当直長に連絡し，連絡を受けた当直長が，

休日出勤者（警備員含む），当直員に初期消火活動を指示するとともに，連絡当番者に火

災発生を通報する。連絡当番者は火災の状況により速やかに一斉呼出装置（災害優先回

線使用）により休日夜間を問わず所員の召集を行う。 

現場に駆けつけた当直員・警備員等により，初期消火活動を行うとともに，非常召集

を受けた初期消火班（自衛消防組織）が出動し，引き続き初期消火活動を実施する。 

 

(4) 消防設備の設置及び点検 

志賀原子力発電所では，消防法及びＪＥＡＧ４６０７－１９９９に基づき、屋内消火

栓設備、屋外消火栓設備、消防用水、自動火災報知設備、消火器、連結散水設備、誘導

灯、移動式二酸化炭素消火設備を設置している。 

さらに屋外消火栓設備（変圧器噴霧消火設備）の設置及び軽四輪駆動消防車（中央型

式認可車）、可搬型小型動力ポンプを所有している。 

なお，志賀１号機，２号機の主要変圧器には，変圧器噴霧消火設備が設置されており，



万が一，主要変圧器に火災が発生した場合は，これが自動起動し，火災を鎮火させるこ

とが出来る。 

さらに，機器の故障等により変圧器噴霧消火設備が使用できない場合には，消防用水

を水源とした軽四輪駆動消防車又は可搬形小型動力ポンプ，その他，大型消火器にて，

消火活動が可能である。 

また，消防資機材については，定期的に点検を行い，維持管理を行っている。 

 

 (5) 教育・訓練 

   防火教育を行うとともに，消防訓練を定期的に実施している。 

 

 



２．放射能漏れ等の事故についての発電所から本社，本社から原子力安全・保安院(含 保安

検査官)等への報告体制について，再度確認し，早急に報告すること。 

 

当社から原子力安全・保安院(含 保安検査官)等への報告体制を点検し，通報連絡につい

て社内要領類に適切に定められているとともに，定期的に関係者への教育・訓練及び資機

材の点検を実施していることを確認した（詳細は添付－２参照）。 

 

 (1) 通報連絡体制 

   事故・故障発生時には，平日（昼間）においては技術課長より，休日（夜間含む）に

おいては，連絡当番者より速やかに一斉呼出装置（災害優先回線使用）等を用いて，社

内外の関係箇所に通報連絡する体制を整備している。 

 

 (2) 連絡資機材の状況 

   通信連絡設備は定期的に機能試験を実施し，その健全性を確認している。 

また、それらの通信連絡設備が使用できない場合に，原子力防災用資機材を用いるが、

それらについても、定期的に機能試験を行っている。 

 

 (3) 教育・訓練 

   定期的に設備の操作訓練，事故・故障等対応訓練及び事故・故障対応教育等を実施し，

事故・故障等の通報連絡対応活動が迅速かつ円滑に行えるようにしている。 

 

 

以 上 

 

 

 添付－１    ：消防活動体制の点検 

添付－２    ：放射能漏水等の事故についての報告体制の点検 

 



１．消防活動体制の点検 

 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

連絡体制 

社内規定に以下を定めている。 

○ 平日昼間 

周辺防護区域内 発見者→当直長＊→消防署 

                発電課長→所長 

周辺防護区域外 発見者→消防署 

            当直長→発電課長→所長 

○ 休日・夜間 

周辺防護区域内外ともに 

発見者→消防署 

          当直長→休日・夜間当番→関係所員 

              休日等出勤者(当直員・警備員)

＊ 消防署には災害優先電話で１１９番又は消防指定番号に連

絡 その他，事務本館緊急時対策所にある専用回線で連絡

○消防訓練にて連絡体制及び初期消火体制の

実効性を確認 

 至近実施実績：平成 19 年 1 月 26 日 

○ 左記ルールの関係者への周知、徹底 

  平成 19 年７月 18 日に実施 

 

 

 

 

初期消火体制 

社内規定に以下を定めている。 
○平日昼間①発見者、付近の所員等による初期消火活動 

     ②自衛消防隊（初期消火班）による消火活動 

 

○夜間休日①発見者、付近の所員等による初期消火活動＊ 

②自衛消防隊（初期消火班）の呼出しによる消火活動 
（災害優先電話を用いた一斉呼出し装置を活用） 

 

○ 初期消火班約４０名（連絡要員約１０名を

含む） 
 
 
＊発見者，当直員及び警備員による消火活動

（約６名） 

 

①体制 

自衛消防組織 
別添－１のとおり自衛消防組織について定めている。 
別添－２に自衛消防組織 要員数を示す。  

②地元消防との連携 

 

 

 

 

○発電所構内で火災等の災害が発生した場合の対策について、相

互に協力し，円滑な消防活動と被害の軽減並びに消防隊員の放

射線障害の防止を図る目的で地元消防本部と協定を締結 

○ なお、消防訓練時は，所轄消防署より訓練状況や消火器の使用

方法等の指導を受けている。 

 

○ 協定締結日 

  平成 15 年 2 月 18 日 
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 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

③消防設備の設置状況 

○消防法及びＪＥＡＧ４６０７－１９９９に基づき、屋内消火栓

設備、屋外消火栓設備、消防用水、自動火災報知設備、消火器、

連結散水設備、誘導灯、移動式二酸化炭素消火設備を設置して

いる。 
○上記の他、屋外消火栓設備（変圧器噴霧消火設備）の設置及び

軽四輪駆動消防車（中央型式認可車）、可搬型小型動力ポンプを

所有している。 
○ 大規模な地震で消火栓が十分使用できない場合、消防用水（補

機冷ピット）と軽四輪駆動消防車又は可搬型小型動力ポンプ， 
その他，大型消火器にて消火活動が可能である。  

○化学火災に対しては、泡消火設備により油タンク火災の消火活

動、可搬型高発泡器による火災の消火活動が可能である。 

 

④消防資機材の点検 

地元消防と以下の取決めをしている。 
○ 構内で消防隊等が消防活動をするために必要な消防資機材等

については、地元消防との取決めに基づき，消防活動をするに

あたり，適切に使用できるように，これを維持管理することに

なっており，消防資機材は月 1回点検 

 
社内規定に以下を定めている。 
○ 消防設備などの点検基準 
 
 
社内規定に以下を定めている。 
○ 電動及びディーゼル消火ポンプの起動試験は月 1 回 

○地元消防との取決めに基づき，資機材の点

検を実施していることを確認 

 至近実施実績：平成 19 年 6 月 29 日 

○社内規定に基づき， 消防設備などの点検を

実施していることを確認 

至近実施実績：平成 18 年下期 

○社内規定に基づき，電動及びディーゼル消

火ポンプの起動試験を実施していることを

確認 

至近実施実績：平成 19 年 6 月 28 日 
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 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

⑤教育訓練 

社内規定に以下を定めている。 

○防火教育  

発電所入所時に，火災発見時の対応，消火器・消火栓等の取扱

方法について教育を実施 

○ 消防訓練 

 所員を対象に年 1回総合訓練（消火、通報及び避難訓練），消火

器操作訓練,可搬小型消防ポンプ操作訓練を実施 
 

○防火教育実績及び予定 

平成 18 年度実績：4月，5月，6月，7月，

8月，10 月，12 月，1月，2月，3月 

平成 19 年度実績：4月，5月，6月，7月 

平成 19 年度予定：12 月 

○ 消防訓練実績及び予定 

平成 18 年度実績：1回（平成 19 年 1 月 26 日） 

平成 19 年度予定：1回（平成 19 年度下期予定） 
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自衛消防組織表 
 

 

本部長 

所長 

本部長代理 

所長代理 

初期消火班長 【本館建屋内】発電課長 
【本館建屋外】保修計画課長 
(代理)大型改良担当課長 

情報班長 
 

技術部長 
(代理) 技術課長、安全・品質保

証室課長、燃料炉心課長、施設

防護課長 

救護警備班長 総務部長 
(代理)総務課長、施設防護課長

隊長 

【本館建屋内】 
発電部長 
技術部長 
保修部長 

【本館建屋外】 
総務部長 

   発電部長 
 技術部長 
保修部長 
 

(優先順位は記載順) 

救護警備班 
(避難誘導係) 
副班長 

 

【管理区域内】 放射線安全課

副課長(休日、夜間等副班長到

着まで補機操作員が対応) 
【管理区域外】 総務課副課長 
(休日、夜間等副班長到着まで

警備員が対応) 

初期消火班 
(消火係) 
副班長 
 

【本館建屋内】副当直長 
【本館建屋外】保修計画課副課

長(休日、夜間等副班長到着ま

で警備員が対応) 

初期消火班 
(連絡係) 
副班長 

大型改良担当副課長 

復旧班長 保修部長 
(代理)保修部各課長 

安全・品質保証室副課長 

協力会社自衛消防隊 

自衛消防本部 

○自衛消防活動の統括 

○自衛消防隊の統括補佐 
＊本部長不在の場合は 

本部長代理が代行する 
 

○自衛消防隊の指揮 
○到着した消防隊への 
報告、情報提供 

〇消防隊の応援 

○消防機関、関係先への連絡 

○自衛消防隊との連絡・指示 
 

○負傷者の搬出及び応急手当、構内出入口

の警戒(関係者以外の出入阻止) 
○避難順路、避難場所への指示誘導他 
○消防隊の誘導 
 

自衛消防隊 

施設防護課副課長 救護警備班 
(救護係) 
副班長 

搬出班長 安全･品質保証室課長 

○事務所内等の重要書類の搬出 

放射線管理

班長 
放射線安全課長 

○放射線、放射能測定、放射線安全管理他

 負傷者の除染、汚染拡大防止措置 

放射線管理課副課長 

○設備の応急対応 

施設防護課副課長 救護警備班 
(警備係) 
副班長 

放射線管理班 
副班長 

復旧班副班長 
 

機械保修課副課長、電気保修課

副課長、土木建築課副課長 
(各所掌設備の復旧を担当) 

搬出班副班長 

注）自衛消防本部の各班と自衛消

防隊の各班は合わせて一つの

班として構成する。班長は自

衛消防本部員として自衛消防

本部に属し、副班長は、自衛

消防隊各班の指揮者として自

衛消防隊に属する。各班長は

班員の中から自衛消防隊各班

の班員を指名する。（情報班を

除く） 注）各副班長は自衛消防隊各班の指揮者とし、隊長の指示に従う。

別
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－
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本部長 

別添－１－２ 
 

自衛消防組織 要員数 
 

 

所長 

本部長代理 

所長代理 

 
初期消火班 

 
約４０名 

(連絡要員 10 名を含む) 

 
情報班 

 

 
約３０名 

 
救護警備班 

 
約３０名 

 
復旧班 

 
約９０名 

 
搬出班 

 
約３０名 

 
放射線管理班 

 
約１０名 

 
総計  約２３０名 



２．放射能漏水等の事故についての報告体制の点検 
 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

①体制 

社内規定に以下を定めている。 

○平日（昼間） 

発見者→当直長→発電課長→発電部長→所内（所長以下） 

                  技術課長→ 

                       自治体 

社内関係箇所 

○休日（夜間含む） 

発見者→当直長→発電所連絡当番※    所内（所長以下） 

            

           自治体 

社内関係箇所 
 
 ※：所員への連絡は一斉呼出装置(災害優先回線使用)により実施 

  

○社内規定において適切に体制が規定さ

れていることを確認 

○組織変更に伴う要領改訂時、改訂内容に

ついて所員全員に周知 

至近実施実績：平成 19 年６月 27 日 

○事故・故障等対応訓練にて実効性を確認

するとともに，訓練の結果改善が望まし

い点が摘出された場合は改善を実施し，

実効性の維持・向上に努力 

至近実施実績：平成 19 年７月 19 日 

○事故・故障等の報告対象事象等が発生し

た場合，実際に左記の体制に基づき連絡

を行うとともに，その結果改善が望まし

い点が摘出された場合は改善を実施 

至近実施実績：平成 19 年３月 25 日 

平成 19 年能登半島地震 

②連絡資機材の状況 

「①体制」に記載の連絡を確実に行うため，社内規定において事故・故

障等発生時に用いる連絡資機材及びその機能試験について定めている。 

災害時の回線輻輳などで、それらの連絡資機材が使用できない場合

にも，別途原子力防災用に設置している防災用資機材（緊急時対策用

通信設備）を用いることにより連絡を行うことが可能であり，その資

機材及び機能試験についても別途社内規定に定めている。 

資機材の機能試験・点検に係る定めは以下のとおりである。 

○通信連絡設備の動作・機能確認試験（１回／月） 

 通信連絡設備の健全性を確認するため，社内外通報試験を実施 

○緊急時対策用通信設備の機能試験（１回／月） 

○試験の実績及び予定 

平成 18 年度：計 12 回(１回／月実施) 

 平成 19 年度：４回実施（１回／月実施） 

(至近実績：平成 19 年７月 12 日) 

特別管理職１名

一般役職２名 

原子力安全・保安院（含

原子力保安検査官）等 

原子力安全・保安院（含 原子力 
保安検査官）等 
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 点検内容（現行ルール、体制等） 点検確認実績 

社内規定に以下を定めている。 

○通信連絡設備の操作訓練（１回／月） 

 通信連絡設備の操作訓練を「動作・機能確認試験」にあわせて実施 

 

社内規定に以下を定めている。 

○事故故障等対応訓練 

事故・故障等対応活動が迅速かつ円滑に行えるよう，社内外関係箇

所への通報連絡，事故・故障等の原因調査，プレス文の作成等の訓

練を年２回実施 

○訓練の実績及び予定 

平成 18 年度：２回実施 

        平成 18 年７月 25 日 

        平成 19 年１月 26 日 

平成 19 年度：２回実施予定 

       平成 19 年７月 19 日 

平成 20 年１月頃 

社内規定に以下を定めている。 

○事故故障等対応教育 

 事故・故障等対応活動が迅速かつ円滑に行えるよう，社内外関係箇

所への通報連絡等について机上教育を年２回実施 

 

○訓練の実績及び予定 

平成 18 年度：３回実施 

平成 18 年 4 月 11 日 

        平成 18 年７月 11 日 

        平成 19 年１月５日 

平成 19 年度：２回実施 

       平成 19 年６月 21 日 

平成 19 年６月 26 日 

③教育訓練 

社内規定に以下を定めている。 

○事故故障対応業務教育 

過去の事故、故障事例をもとに、グループディスカッションにより、

初期対応、原因分析、再発防止対策等の事故対応の手法を習得 

 

○訓練の実績及び予定 

平成 18 年度：１回実施 

        平成 18 年７月 13 日 

平成 19 年度：１回実施予定 

平成 19 年８月頃 
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